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令和6年4月
さいたま市
＜応募登録　提出書類及び作成要領＞
応募登録に関する提出書類は、以下の書類をA4判縦長（やむを得ずA3判を使用する場合は折り込み可）左綴じとし、応募登録書と応募登録書添付書類を１つのファイルにまとめ、正本1部、副本1部、合計2部を提出すること。表紙には事業名、書類名（「応募登録書」）、応募者名（グループ名称）及び通し番号（表紙左上に、正本分には1/2、副本分には2/2）をつけること。また、ファイルの背表紙にも事業名、書類名、応募者名（グループ名称）及び通し番号を記入すること。なお、書類名及び項目（No.）ごとにインデックスを付けること。
＜応募登録書類の構成＞
	書類名
	項目
	様式
	No.
	枚数
制限
	用紙
ｻｲｽﾞ

	応募登録書
	(1)応募書
	指定
	1-1
	1
	A4

	
	(2)応募者の構成表
	指定
	1-2
	適宜
	A4

	
	(3)委任状
	指定
	1-3
	適宜
	A4

	
	(4)運営協力企業申請書
	指定
	1-4
	適宜
	A4

	
	(5)応募資格審査申請書
	指定
	1-5
	1
	A4

	
	(6)公共施設の設計業務に当たる者の応募資格要件に関する書類
	指定
	1-6
	適宜
	A4

	
	(7)公共施設の建設業務に当たる者の応募資格要件に関する書類
	指定
	1-7
	適宜
	A4

	
	(8)公共施設の工事監理業務に当たる者の応募資格要件に関する書類
	指定
	1-8
	適宜
	A4

	
	(9)公共施設の維持管理業務に当たる者の応募資格要件に関する書類
	指定
	1-9
	適宜
	A4

	
	(10)公共施設のその他の業務に当たる者の応募資格要件に関する書類
	指定
	1-10
	適宜
	A4

	
	(11)応募者の資格要件に係る実績（公共施設の設計業務）
	指定
	1-11
	適宜
	A4

	
	(12)応募者の資格要件に係る実績（公共施設の建設業務）
	指定
	1-12
	適宜
	A4

	
	(13)応募者の資格要件に係る実績（公共施設の工事監理業務）
	指定
	1-13
	適宜
	A4

	
	(14)応募者の資格要件に係る実績(公共施設の維持管理業務)
	指定
	1-14
	適宜
	A4

	
	(15)応募辞退届
　　※辞退する場合のみ
	指定
	1-15
	1
	A4

	応募登録書添付書類
	(1)会社定款及び会社紹介資料（パンフレット等）
	なし
	-
	適宜
	A4

	
	(2)法人登記簿（履歴事項全部証明書）（交付日から３ヶ月以内のもの）
	なし
	-
	適宜
	A4

	
	(3)決算報告書（事業代表企業、構成企業及び運営協力企業の全企業の直近３ヶ年分）
	なし
	-
	適宜
	A4

	
	(4)納税証明書（事業代表企業、構成企業及び運営協力企業の全企業の以下の納税証明書の原本）
・法人税、消費税、地方消費税及び法人市民税並びにさいたま市税について、応募時において税の未納がないことの証明
	なし
	-
	適宜
	A4

	
	(5)最近期の有価証券報告書
※上場会社のみ
	なし
	-
	適宜
	A4

	
	(6)提案業種に必要な免許等（写）
※免許等が必要な場合のみ
	なし
	-
	適宜
	A4


※適宜とは、一枚以上、必要枚数とする。

様式１－１
令和　　年　　月　　日
応募書
（宛先）さいたま市長
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　事業代表企業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　 在　 地　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　 表　 者　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　担当者　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　属　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　　　　　　　　　　　　　　
　「さいたま市JCHOさいたま北部医療センター跡地利活用事業」の事業提案募集に、当該事業に係る「募集要項」及び「要求水準書」等の内容を承知するとともに、応募資格を有することを誓約し、関係書類を添付の上、応募します。
様式１－２
令和　　年　　月　　日
応募者の構成表
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区　　　　　　分

	＜事業代表企業＞
所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表 　者
担当者　所属・役職名
　　　　氏　名
　　　　電　話
　　　　E-mail

	＜設計業務代表企業＞
所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
担当者　所属・役職名
　　　　氏　名
　　　　電　話
　　　　E-mail

	＜建設業務代表企業＞
所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
担当者　所属・役職名
　　　　氏　名
　　　　電　話
　　　　E-mail

	＜工事監理業務代表企業＞
所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
担当者　所属・役職名
　　　　氏　名
　　　　電　話
　　　　E-mail

	＜維持管理業務代表企業＞
所　 在　 地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
担当者　所属・役職名
　　　　氏　名
　　　　電　話
　 　　　　E-mail


注）応募グループを構成する全ての企業のうち、事業代表企業及び各業務代表企業について記入してください。（その他の企業は次頁に記入してください。）
注）応募者の構成が単体企業の場合には、事業代表企業欄のみ記入してください。
様式１－２
令和　　年　　月　　日
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区　　　　　　分
	本事業における役割
（該当する項目に○）

	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
担当者　所属・役職名
　　　　氏　名
　　　　電　話
　　　　E-mail
	設計業務
建設業務
工事監理業務
維持管理業務
公共施設その他業務
民間施設運営

	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
担当者　所属・役職名
　　　　氏　名
　　　　電　話
　　　　E-mail
	設計業務
建設業務
工事監理業務
維持管理業務
公共施設その他業務
民間施設運営

	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
担当者　所属・役職名
　　　　氏　名
　　　　電　話
　　　　E-mail
	設計業務
建設業務
工事監理業務
維持管理業務
公共施設その他業務
民間施設運営

	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
担当者　所属・役職名
　　　　氏　名
　　　　電　話
　　　　E-mail
	設計業務
建設業務
工事監理業務
維持管理業務
公共施設その他業務
民間施設運営


注）各業務の対象事業は、要求水準書に記載のとおりとします。
注）記入欄が不足する場合には、適宜追加してください。
様式１－３
令和　　年　　月　　日
委　任　状
（応募者の構成企業の代表者から事業代表企業の代表者への委任状）
（宛先）さいたま市長
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　
構成企業　　所　 在　 地
　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
構成企業　　所　 在　 地
　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
構成企業　　所　 在　 地
　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
私は、以下の事業代表企業代表者を代理人と定め、「さいたま市JCHOさいたま北部医療センター跡地利活用事業」に係る事業提案の応募に関する手続きについて委任します。
受任者
事業代表企業
所　 在　 地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
注）記入欄が不足する場合には、適宜追加してください。
様式１－４　※民間施設の運営を応募者が自ら実施する場合は不要です。
令和　　年　　月　　日
運営協力企業申請書
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　
事業代表企業
所　 在　 地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
　私は、「さいたま市JCHOさいたま北部医療センター跡地利活用事業」のうち、民間施設部分の運営を以下の者に委託します。
運営協力企業
所　 在　 地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
私は、「さいたま市JCHOさいたま北部医療センター跡地利活用事業」のうち、民間施設部分の運営を上記の事業代表企業から受託します。
なお、私は、募集要項「５　応募要件等」に定められている応募資格を有することを誓約します。
様式１－４（SPCを設立する場合）
令和　　年　　月　　日
運営協力企業申請書
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　
代表企業
所　 在　 地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
　私は、「さいたま市JCHOさいたま北部医療センター跡地利活用事業」実施のためのSPCを設立し、当該SPCから本事業のうち、民間施設部分の運営を以下の者に委託します。
運営協力企業
所　 在　 地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代　 表　 者
私は、「さいたま市JCHOさいたま北部医療センター跡地利活用事業」のうち、民間施設部分の運営を上記の代表企業らが設立するSPCから受託します。
なお、私は、募集要項「５　応募要件等」に定められている応募資格を有することを誓約します。
様式１－５
令和　　年　　月　　日
応募資格審査申請書
（宛先）さいたま市長
令和６年４月３日付けで公表されました「さいたま市JCHOさいたま北部医療センター跡地利活用事業」について、応募資格審査に必要な書類を添付して提出します。
なお、募集要項に定められた応募者の資格要件に関する条件を満たしていること、並びに提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　
	■事業代表企業

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者
	印


様式１－６
令和　　年　　月　　日
公共施設の設計業務に当たる者の
応募資格要件に関する書類
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公共施設の設計業務を行う企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業代表企業、構成企業の別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　以下の各要件を証する書類を、本様式の後（うしろ）に添付します。ただし、４．は要件を証する書類として様式１－１１を提出します。
１. 令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（設計・調査・測量）に業務「建築関連コンサルタント」で登載されている者である。
２．建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っている者である。 
３. 常勤の自社社員で、 ３ヶ月以上の直接的な雇用関係がある建築士法に基づく一級建築士の資格を有する者を適切に配置し得る者である。
４．過去１５年度間において、延床面積５００㎡以上の公共施設の実施設計業務を完了した実績を有する者である。
５. 令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（設計・調査・測量）にいずれかの業務で登載されている者である。
◆
①
主として設計に当たる企業が複数の場合は、企業ごとに作成してください。

②
上記①の理由で本様式の枚数が複数枚にわたる場合は、様式ナンバーに枝番を付加してください。

③

本様式の後（うしろ）に添付する資料は、企業ごとに本様式１、２、３、５の順に整理してください。
　 ④　公共施設の設計業務を行う者は、１.～４.の要件を証する書類を全て提出してください。なお、設計業務を複数の企業で実施する場合は、３.及び４．の要件は、少なくとも１社が該当することを証する書類を提出してください。ただし、調査業務及びその他関連業務のみに当たる者は、５.の要件を証する書類のみ提出してください。企業ごとに該当する項目の番号を○で囲ってください。
様式１－７
令和　　年　　月　　日
公共施設の建設業務に当たる者の応募資格要件に関する書類
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公共施設の建設業務を行う企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業代表企業、構成企業の別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以下の各要件を証する書類を、本様式の後（うしろ）に添付します。ただし、４．は要件を証する書類として様式１－１２を提出します。
1.  令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（建設工事）に業種「建築工事業」で登載されている者である。
２．建設業務代表企業は、建設業法第３条の規定に基づく建築一式工事に係る特定建設業の許可を受けている者である。 
３. 常勤の自社社員で、 ３ヶ月以上の直接的な雇用関係がある当該工事に対応する建設業法の許可業種に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を適切に配置し得る者である。
４．過去１５年度間において、延床面積５００㎡以上の公共施設の建築一式工事を元請として施工した実績を有する者である。ただし、共同企業体の構成員としての実績は、共同企業体中最大の出資比率で、自社の監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を工事現場に専任で配置した場合に限る。
５. 建設業法第２７条の２３の規定に基づく直前の経営事項審査（建築）に係る総合評定値が１，１００点以上の者である。
◆
①
主として建設に当る者が複数の場合は、企業ごとに作成してください。

②
上記①の理由で本様式の枚数が複数枚にわたる場合は、様式ナンバーに枝番を付加してください。

③

本様式の後（うしろ）に添付する資料は、企業ごとに本様式１、２、３、５の順に整理してください。
　 ④　公共施設の建設業務を行う者は、１.～５.の要件を証する書類を全て提出してください。なお、建設業務を複数の企業で実施する場合は、３.～５．の要件は、少なくとも１社が該当することを証する書類を提出してください。企業ごとに該当する項目の番号を○で囲ってください。
様式１－８
令和　　年　　月　　日
公共施設の工事監理業務に当たる者の
応募資格要件に関する書類
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公共施設工事監理業務を行う企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業代表企業、構成企業の別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以下の各要件を証する書類を、本様式の後（うしろ）に添付します。ただし、４．は要件を証する書類として様式１－１３を提出します。
１. 令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（設計・調査・測量）に業務「建築関連コンサルタント」で登載されている者である。
２．建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っている者である。 
３. 常勤の自社社員で、 ３ヶ月以上の直接的な雇用関係がある建築士法に基づく一級建築士の資格を有する者を適切に配置し得る者である。
４．過去１５年度間において、延床面積５００㎡以上の公共施設の工事監理業務を完了した実績を有する者である。
◆
①
主として工事監理に当たる企業が複数の場合は、企業ごとに作成してください。
②
上記①の理由で本様式の枚数が複数枚にわたる場合は、様式ナンバーに枝番を付加してください。
③　本様式の後（うしろ）に添付する資料は、企業ごとに本様式１、２、３の順に整理してください。
④　公共施設の工事監理業務を行う者は、１.～４.の要件を証する書類を全て提出してください。なお、工事監理業務を複数の企業で実施する場合は、３.及び４．の要件は、少なくとも１社が該当することを証する書類を提出してください。企業ごとに該当する項目の番号を○で囲ってください。
様式１－９
令和　　年　　月　　日
公共施設の維持管理業務に当たる者の応募資格要件に関する書類
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公共施設の維持管理業務を行う企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業代表企業、構成企業の別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以下の各要件を証する書類を、本様式の後（うしろ）に添付します。ただし、３．は要件を証する書類として様式１－１４を提出します。
１. 維持管理業務の遂行において、担当する業務に必要となる資格（許可、登録、認定等）及び資格者を有する者である。
２．令和５・６ 年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に、当該の維持管理業務に必要な業務「建物管理等」、「警備」、「清掃」又は「保守点検」のいずれかで登載されている者である。
３．過去１５年度間において、公共施設の維持管理業務の実績を有する者である。
◆
①
主として維持管理に当たる企業が複数の場合は、企業ごとに作成してください。

②
上記①の理由で本様式の枚数が複数枚にわたる場合は、様式ナンバーに枝番を付加してください。

③
本様式の後（うしろ）に添付する資料は、企業ごとに本様式１、２の順に整理してください。
④　公共施設の維持管理業務を行う者は、１.～３.の要件を証する書類を全て提出してください。なお、維持管理業務を複数の企業で実施する場合は、３の要件は、少なくとも１社が該当することを証する書類を提出してください。企業ごとに該当する項目の番号を○で囲ってください。
様式１－１０
令和　　年　　月　　日
公共施設のその他の業務に当たる者の応募資格要件に関する書類
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公共施設のその他の業務を行う企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業代表企業、構成企業の別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以下の各要件を証する書類を、本様式の後（うしろ）に添付します。
１. 業務の遂行において、担当する業務に必要となる資格（許可、登録、認定等）及び資格者を有する者である。
２．令和５・６ 年度さいたま市競争入札参加資格者名簿に登載されている者である。
◆
①
主として公共施設のその他の業務に当たる企業が複数の場合は、企業ごとに作成してください。

②
上記①の理由で本様式の枚数が複数枚にわたる場合は、様式ナンバーに枝番を付加してください。

③
本様式の後（うしろ）に添付する資料は、企業ごとに本様式１、２の順に整理してください。
④　公共施設のその他の業務を行う者は、全ての要件を証する書類を全て提出してください。なお、業務を複数の企業で実施する場合は、全ての企業が全ての要件を満たすことを証する書類を提出してください。
様式１－１１
令和　　年　　月　　日
応募者の資格要件に係る実績（公共施設の設計業務）
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公共施設の設計業務を行う企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業代表企業、構成企業の別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業名称
（施設名称）
	

	所在地
	

	敷地面積
建物延べ面積
	

	事業時期
	

	主要用途
	

	構造・規模
	

	計画容積率
	

	指定容積率
	

	総事業費
	

	事業概要
	事業主体、事業目的、事業計画、事業手法等について、簡潔に記入してください。
既存資料による補足も可能です。

	施設計画
	（施設配置）
（建築物に関する事項等）

	その他
	


注）募集要項 5(2)ウ(ｱ)dの資格要件を確認できる実績を記入してください。
注）必要に応じて、適宜、記入欄を拡げて記入してください。
注）実績確認できる契約書等の写しを添付してください。
様式１－１２
令和　　年　　月　　日
応募者の資格要件に係る実績（公共施設の建設業務）
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公共施設の建設業務を行う企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業代表企業、構成企業の別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業名称
（施設名称）
	

	所在地
	

	敷地面積
建物延べ面積
	

	事業時期
	

	主要用途
	

	構造・規模
	

	計画容積率
	

	指定容積率
	

	総事業費
	

	事業概要
	事業主体、事業目的、事業計画、事業手法等について、簡潔に記入してください。
既存資料による補足も可能です。

	施設計画
	（施設配置）
（建築物に関する事項等）

	その他
	


注）募集要項 5(2)ウ(ｲ)dの資格要件を確認できる実績を記入してください。
注）必要に応じて、適宜、記入欄を拡げて記入してください。
注）実績確認できる契約書等の写しを添付してください。
様式１－１３
令和　　年　　月　　日
応募者の資格要件に係る実績（公共施設の工事監理業務）
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公共施設の工事監理業務を行う企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業代表企業、構成企業の別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業名称
（施設名称）
	

	所在地
	

	敷地面積
建物延べ面積
	

	事業時期
	

	主要用途
	

	構造・規模
	

	計画容積率
	

	指定容積率
	

	総事業費
	

	事業概要
	事業主体、事業目的、事業計画、事業手法等について、簡潔に記入してください。
既存資料による補足も可能です。

	施設計画
	（施設配置）
（建築物に関する事項等）

	その他
	


注）募集要項 5(2)ウ(ｳ)dの資格要件を確認できる実績を記入してください。
注）必要に応じて、適宜、記入欄を拡げて記入してください。
注）実績確認できる契約書等の写しを添付してください。
様式１－１４
令和　　年　　月　　日
応募者の資格要件に係る実績（公共施設の維持管理業務）
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公共施設の維持管理業務を行う企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業代表企業、構成企業の別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業名称
（施設名称）
	

	所在地
	

	敷地面積
建物延べ面積
	

	事業時期
	

	主要用途
	

	構造・規模
	

	計画容積率
	

	指定容積率
	

	総事業費
	

	事業概要
	事業主体、事業目的、事業計画、事業手法等について、簡潔に記入してください。
既存資料による補足も可能です。

	施設計画
	（施設配置）
（建築物に関する事項等）

	その他
	


注）募集要項 5(2)ウ(ｴ)cの資格要件を確認できる実績を記入してください。
注）必要に応じて、適宜、記入欄を拡げて記入してください。
注）実績確認できる契約書等の写しを添付してください。
様式１－１５
令和　　年　　月　　日
応募辞退届
（宛先）さいたま市長
令和６年４月３日付けで公表されました「さいたま市JCHOさいたま北部医療センター跡地利活用事業」について、応募を辞退します。
応募者名（グループ名称）　　　　　　　　　　　　　　　　
	■事業代表企業

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者
	印








さいたま市JCHOさいたま北部医療センター跡地利活用事業
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